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◯田中しゅんすけ議員  ただいまから、板橋区議会自由民主党議員団を代表して、報告

第１号「平成２９年度東京都板橋区一般会計歳入歳出決算」、報告第２号「平成２９年度東

京都板橋区国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算」ほか２特別会計決算の認定について、

賛成の立場から討論を行います。 

 平成２９年度の我が国の経済を見ると、昨年１１月に景気回復局面が高度成長期のいざ

なぎ景気を超えて、戦後２番目の長さになったことが確定しました。また、平成３０年度

の年次経済財政報告において、現安倍政権の発足と同じ、平成２４年１２月に始まった景

気拡大が平成３１年１月まで続けば、６年２か月となり、これまでの戦後最長記録の６年

１カ月を超えることとなります。 

 さらに、この白書において、「企業収益が過去最高となる中、雇用・所得環境が改善し、

所得の増加が消費や投資の拡大につながるという、経済の好循環が着実に回りつつある」

と分析しています。 

 このような経済状況のさらなる発展を狙って、政府は新しい経済政策パッケージに取り

組んでいます。この新しい経済政策パッケージでは、第１に、人づくり革命として幼児教

育の無償化、待機児童解消、介護人材の処遇改善などに取り組み、もう一つの柱、生産性

革命では、中小企業・小規模事業者の投資促進と賃上げの環境の整備に取り組んでいると

ころであります。まさに、現在の経済拡大の中にあっての課題に対し、正面から対峙する

ものとなっています。 

 これらの取り組みの結果として、平成２９年度の実質ＧＤＰ成長率は１.７％、名目ＧＤ

Ｐ成長率は１.５％となり、そろって昨年に引き続き、前年度実績を上回っています。さら

に、平成２９年度の完全失業率が２.７％となり、平成２８年度の３.０％をさらに改善す

る結果となりました。今後も、経済環境の改善が見込まれています。 

 政府は、持続的な経済成長の実現に向け、追加的財政需要に対応することにより、雇用・

所得環境の改善が続く中、景気は緩やかではありますが改善に向かっています。 

 さて、板橋区における平成２９年度は、板橋区基本計画２０２５及びいたばし No.１実現

プラン２０１８の２年目ということもあり、施策・事業遂行に当たって、着実でスピード

感を持った取り組みが求められる重要な年でありました。 

 最初に、平成２９年度の決算状況を概観しますと、財政調整基金からの実質的な繰り入

れを行わずに、収支均衡型決算が達成できました。さらには、財政調整基金に１４億３,２

００万円余りの積み立てを行い、安定した財政運営がうかがえます。これで３年連続の収

支均衡がなされたことになります。 

 また、区の主要な財源である特別区民税が、昨年度と比べ、８億５,０００万円余りの増

額となり、収入率も、平成２８年度が９４.９％であったところ、本年度は９６.０％とな

り、１.１ポイントの改善が図られました。しかしながら、昨年度も収入率の改善が図られ
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ましたが、２３区の平均値に及ばなかったことを考慮すると、平成３０年度に関しても危

惧されるところです。今後は、２３区の徴収状況を念頭に、目標値をしっかりと定め、負

担の公平性を追求していただきたいと思います。 

 一方、区の主要財源である特別区交付金の普通交付金が、一部上場企業の最高益が続く

中、法人住民税の一部国税化の影響などにより、普通交付金が８億３,０００万円余りの減

になり、我が自民党が指摘したことが現実となっています。今後、景気循環が生じた場合

を想定し、財政基盤のさらなる強化を求めておきます。 

 国と東京都からの交付金が増加しています。これは、保育園待機児童対策や障がい者の

自立支援経費の増という歳出に付随するものであり、今後の年度負担に注意する必要があ

ると昨年度も指摘しました。区が発行した板橋区財政白書の中でも、福祉費の突出した伸

びについて危惧していることが読み取れます。さらなる分析を進めることを求めます。 

 それでは、ここで平成２９年度の区政を概観します。 

 区長は、限られた財源の中で、今日的課題に積極的に対応してきました。例えば（仮称）

子ども家庭総合支援センターの開設準備や保育所の待機児童対策、子どもの貧困対策など

に取り組み、着実に成果を積み重ねてきました。また、長らくの間、手がつけられなかっ

た小・中学校や公共施設の老朽化対応が挙げられます。ようやくに基金積み立てによる財

政基盤が安定したことから、公共施設の更新需要に対応してきたことに対し、評価いたし

ます。 

 今１つ、ＪＲとの協働によるＢ用地の活用を図り、２９億４,５００万円の賃料収益を上

げられることは一定程度理解します。が、その後の展開がいまだに見えない、聞こえてこ

ない。 

 近隣にはハイライフプラザいたばしがあります。この施設をさまざまな用途に転換でき、

活用の道を大きく広げることは可能と考えています。新たな施設をこの場所に展開する必

要があるのでしょうか。新たな施設を運営するコストをかける余力が区にあるのでしょう

か。区が新たな施設に対し経費をかけるのであれば、ハイライフプラザいたばしの廃止を

含めた検討も必要でしょう。また、新たな施設を含めた運営に関しては、ＰＦＩ方式など

によって、区の支出をゼロにすることを検討する必要もあります。 

 このことは、区が発行した財政白書を読んで感じたことなのですが、福祉費が毎年度２

０億から２５億伸び、区の予算の伸びを上回る状況にあります。さらに、義務教育施設や

公共施設の更新需要への対応、東武東上線連続立体化事業、まちづくりなど、Ｂ用地とあ

わせて対応していく事業が多数あるからあえて申し添えておきます。 

 このような財政事情の中においては、区自身が変わらなくてはならず、十分な情報開示

と説明をもって事業の選択と集中をさらに進め、さまざまな要求に対して、無理なものは

無理という態度を示すことも必要と考えています。 

 昨年、区においては、基金及び起債活用方針が公表されましたが、各種基金の積立額の

適正性を区民の皆様にご理解いただけるよう、さらに財政分析を進め、さらなる説明が必



要であることを指摘しました。 

 本年度は、財政白書の久々の発行があり、区の財政状況を知ることができました。また、

２３区との比較がさまざまな視点からなされており、板橋区の特殊な財政状況を知ること

ができました。しかしながら、福祉費に対する分析が不十分であると捉えています。２３

区の福祉費の平均的な構成比が５１.５％であるのに対して、板橋区は６０.８％であり、

実に９.３％もの開きがあります。 

 また、特別区債の状況を確認したところ、平成２８年度の板橋区の区債残高が３３３億

２,０００万円であり、２３区平均が２２３億８,０００万円でありました。板橋区の区債

残高が、２３区と比べ高いことがわかりました。 

 平成２９年度の特別区債残高調書においては、３４４億７,０００万円であり、増加して

います。公共施設の更新需要には一定程度の起債発行も必要であると思います。将来世代

の負担軽減とあわせ、多世代の負担の公平性の観点を考慮しつつ、適正な特別区債の発行

管理に努めていただきたいと思います。この点についても、調査・研究を進め、広く理解

が求められるよう、またわかりやすく説明されることを希望します。 

 ここで一般会計決算関連数値の内容を概観いたしますと、歳入が２,１４６億２,０００

万円余り、歳出が２,０９０億４,０００万円余りとなり、５５億８,０００万円の決算剰余

金が生じました。 

 財政指標を見ますと、財政構造の柔軟性を図るために用いる経常収支比率が８３.８％と

なり、前年度と比較して０.３ポイント悪化しています。適正範囲である８０％のラインを、

平成２０年度から連続して超えており、平成２８年度から２年続けて数値が悪化していま

す。 

 この要因は、保育園待機児童対策や障がい者の自立支援経費の増が主な要因であり、効

果的な対策は困難であるとの答弁がありました。であるからこそ、福祉費の分析が必要で

あると昨年も同じことを言っています。そこから何ができるかの研究を是非に進めていた

だきたいと思います。 

 公債費負担比率が３.０％となり、前年度に比べ０.２ポイント悪化しました。これは、

減債基金への積み立てを、前年度と比較しておおよそ１０億８,０００万円増の積み立てを

行い、満期一括償還払いへの当面の対応を完了させたとのことであります。 

 今後も起債返済に対しての将来負担に危惧のないよう対応することを希望するとともに、

経済循環に対する対応も、引き続き必要ではないかとの思いもあります。 

 次に、人件費比率は１５.５％となり、昨年度と比較して０.８ポイント低下しています。

このことについても、昨年指摘した適正な人件費比率の把握を常に考慮しつつ、職員の労

働生産性の向上に努めていただきたい旨を説諭しています。 

 委託した事務事業を正確に、そして全体を管理できているのでしょうか。職員に質問し

ても答えられないことが多くなってきていないでしょうか。我が自民党が言う労働生産性

の向上には、提供するサービスの向上が含まれていることをつけ加えておきます。 



 次に、健全化判断比率につきましても、法で求められている４つの指標のいずれにおい

ても、早期健全化基準を大きく下回っており、この点では問題のない水準であると認識し

ております。 

 歳入では、地方消費税交付金が、配分方法の見直しなどの算出基礎の見直しの動きがあ

り、注視しておく必要があります。 

 特別区税の堅調な推移があるものの、法人住民税の一部国税化の影響が、ついに数値と

してあらわれ、特に財政調整交付金の動きに注視する必要があります。 

 歳出においては、板橋区財政運営に多大な影響を及ぼす扶助費が３９.２％と、昨年度と

同数値を示す結果を示していますが、額としては２５億円余りの伸びを示しています。 

 次に、いたばし No.１実現プラン２０１８に掲げる３つの目標を達成するための各政策に

沿って申し上げます。 

 第１は、未来をはぐくむあたたかいまちについてであります。 

 初めに、子育て安心についての取り組みの中から、東京都から児童相談所機能の移管を

目指し、（仮称）板橋区子ども家庭総合支援センター基本構想をまとめられました。 

 区内の保育園、小・中学校などからの多様な情報と児童相談所が直結することにより、

虐待などに対し、迅速で正確な対応が期待されるところです。関連機関と連携した切れ目

のない一貫した支援体制の構築にも期待しております。 

 なお、この事業を進めていく上で、施設建設や運営費の、十分で確実な財源確保を求め

ておきます。財源に応じた事業展開が肝要かと思います。 

 保育所の待機児童対策に関しては、認可保育所６園の新設などにより、６３１名の定員

増を行っています。この待機児童対策を継続して拡充していくためには、事業執行方法の

再点検、再構築が必要と考えています。 

 次に、魅力ある学び支援についてです。 

 今年度中に新中央図書館の実施設計が終了するとのことです。ボローニャ市から寄贈さ

れた絵本は、全国に誇れる図書数を持ち、これを公開するとのことです。この点を前面に

掲げ、ふるさと納税による寄附金を募ってはいかがでしょうか。 

 また、桜井徳太郎氏から寄贈された多くの図書・資料も、民俗学を学ぶ方々からすれば

大変魅力的なものとなります。 

 さらに、平和公園という緑に囲まれたロケーションを生かし、一体的整備による魅力的

な図書館の完成を期待するものです。質の高い社会教育施設が愛され、文化の中心を担う

ことを望みます。 

 次に、安心の福祉・介護の中から、板橋区版ＡＩＰについて、大きな進展があったもの

と理解しています。助け合い・支え合いの地域づくり会議は、地域の独立した互助による

活動を支援するための生活支援コーディネーターの配置は、地域の要望に応えるものとな

っています。 

 さらに、医療・介護・障がい福祉連携ＭＡＰシステムの構築は、利用者にとって最新の



情報が得られ、格段のサービス向上に寄与したものと評価します。 

 第２は、いきいきかがやく元気なまちについて述べていきます。 

 心躍るスポーツ・文化の中から、小豆沢体育館プール棟に関し、本年１２月に竣工との

ことですが、発注の方法や進行管理に問題があったものと捉えています。また、小豆沢公

園の改修に関しても、設計に関しての無駄や過度な設備投資がないか疑問が多くあります。

今後、丁寧な説明があることを期待しておきます。 

 また、東板橋公園の改修についてですが、草屋根やヤギの高所展示など、珍しいものと

なり、大変話題になるものと感じます。今まで利用していた区内の子どもたちが楽しく過

ごせる施設改修を進めていただきたい。 

 さらに、東板橋体育館改修基本計画が策定されました。植村冒険館との複合施設として、

スポーツ、健康、冒険、緑が融合する施設が整備される予定です。昨年の植村財団２５周

年事業は、新たな施設のＰＲに絶好のタイミングではありましたが、周知・広報には課題

があったものと捉えています。今後の対策を求めておきます。 

 第３に、安心・安全で快適な緑のまちのうち、万全な備えの安心・安全の中から、防災

対策について申し述べます。 

 福祉避難所における、実際に震災が起こったことを想定した訓練に基づき、福祉避難所

運営マニュアルの策定にあわせ、備蓄物資の拡充が図られています。 

 消防困難地域にスタンドパイプを設置し、訓練用機器をあわせて導入したことは、実際

の災害を念頭に入れたものとして理解しています。 

 老朽建築物対策に関しては、実生活上の衛生面や危険に対し消極的であった区が、一転

して積極的に対応したことは評価できます。 

 快適で魅力あるまちの中では、大山のまちづくりに触れておきたいと思います。 

 大山町クロスポイント周辺地区市街地再開発事業にかかる都市計画決定、また東武東上

線立体化に関し、国土交通省の着工準備が採択されました。さらに、熊野・大山・氷川ト

ライアングル【ＫＯＨ－Ｔ】ビジョンの策定など、まちづくりに向けた取り組みが大きく

進展しました。特に東武東上線の立体化は、長年区民が待ち望んだものであり、大山駅に

とどまらず、区内全域の連続立体化に期待するものであります。 

 最後の項として、計画を推進する区政運営について述べていきます。 

 財務会計システムの再構築が終了し、新公会計制度による財務情報の公開、活用が図ら

れるとの報告がありました。このシステムの稼働によって大きく変わる点は、資産台帳の

整備によって、資産の償却費に対する経費試算からの対応が容易になること。そしてほか

の自治体との事業投資コスト比較が可能となることが挙げられると思います。区としても、

この点を重点的に活用するよう、検討することを期待します。 

 また、このほか、区政運営や政策形成、資産、債務管理など、区政に活用するだけでな

く、議会、区民に対する明確な説明がなされることに期待するものです。 

 以上、平成２９年度の重立った成果について述べてまいりましたが、さらなる施策の充



実に向けて、今後とも取り組まれることをお願いいたします。 

 平成２９年度の事務事業全体の進捗状況については、実施計画事業をはじめ、おおむね

着実に実施されているものと評価いたします。 

 昨年度は、基金及び起債活用方針を策定し、今年度は財政白書を発行するなど、一定程

度の財政分析を行っていることは理解しますが、いま一つスピード感を感じることはでき

ません。さらに深みのある検討を行い、積み重ねた資料のもと、説明責任を果たし、行財

政改革による健全な財政基盤の確立に向けて取り組んでいただきたいと思います。 

 今後も、収支均衡型の財政基盤を確立し、基本構想が身近に感じられ、また板橋区基本

計画２０２５並びに、いたばし No.１実現プラン２０１８の実現に向けて、着実に推進でき

るよう要望いたします。 

 次に、３つの特別会計に関してですが、３特別会計の収入率について、昨年も指摘しま

した。 

 特別会計全体の保険料収入率に若干の改善が見られますが、まだまだ改善の余地がある

と思っています。一層の努力を期待します。 

 特に国民健康保険事業特別会計については、平成２８年度の国民健康保険料の収入率が

７２.４％であり、平成２９年度が７３.２％で、あまりにも低い収入率と言わざるを得ま

せん。また、４５億９,０００万円余りの決算剰余金が生じています。これまでも区一般会

計からの繰出金に関して、たびたび指摘がありました。今後、都が財政運営の責任主体と

なる制度改正に伴い、改善されていくとのことですが、早急に今回生じた課題の調査を望

みます。 

 特別区民税と同様に、負担の公平性の観点から、収入未済の解消に向けてさらなる徴収

努力を要望し、３特別会計全体としては、おおむね妥当な決算内容であると判断いたしま

す。 

 こうした中、坂本区長におかれましては、区民の思いを十分にしんしゃくされ、区民が

安全で安心な生活が送れることを第一に、そして板橋区が今後も伸張発展できるよう、限

られた財源を効果的・効率的に活用し、より多くの成果をおさめられるように切にお願い

を申し上げ、平成２９年度一般会計及び３特別会計の歳入歳出決算を認定することに賛意

を表し、自由民主党の討論を終わります。（拍手する人あり） 


